
1

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について

・平成２８年度 内閣府により創設
・国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を行った場合に、法人関係
税から税額控除される

・令和２年度の税制改正により損金算入による軽減効果と合わせて、最大で寄附額の約９割が軽減
され、企業の実質負担額は１割となる（当初は、令和６年度までの措置）

・全国的に制度の活用が拡大している
・令和７年度の税制改正により、上記税額控除の特例措置が３年間（令和９年度まで）延長となった

・寄附を行うことの代償として経済的な利益を受けることは禁止
・１回あたり１０万円以上の寄附が対象
・本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外
【メリット】
地方公共団体︓民間資金を活用した地方創生事業の実施、企業とのパートナーシップの構築 等
企業︓税控除、ＳＤＧｓへの貢献、地方公共団体とのパートナーシップの構築、ＰＲ効果 等

損金算入
約３割

税額控除
法人住民税+法人税（４割）

法人事業税（２割）
最大６割

企業
負担
約１割

軽減効果
最大９割通常の寄附

企業版ふるさと納税

※内閣府「企業版ふるさと納税リーフレット」を加工(例︓１，０００万円寄附すると、最大約９００万円の法人関係税が軽減)

企業版ふるさと納税 制度の概要
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軽減効果
最大９割

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について

「川口市まち・ひと・しごと創生推進計画」
川口市の地方創生プロジェクト（寄附を募集する事業）
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あ

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について

活用した事業企業名
（本社所在地）

地産地消による地域経済好循環創出事業
（市産品フェア事業）

信金中央金庫
（中央区）

活用した事業企業名
（本社所在地）

新たなひとの流れをつくる事業
（赤山歴史自然公園整備事業）

第一生命保険株式会社
（千代田区）

新たなひとの流れをつくる事業
（赤山歴史自然公園整備事業）

株式会社ウォーターエージェンシー
（新宿区）

令和２年度 １件 寄附金額合計 １，０００万円

令和３年度 ２件 寄附金額合計 １５０万円

活用した事業企業名
（本社所在地）

新たなひとの流れをつくる事業
（生物多様性保全事業）

株式会社ウォーターエージェンシー
（新宿区）

新たなひとの流れをつくる事業
（生物多様性保全事業）

有限会社ヒルタ興業
（越谷市）

令和４年度 ２件 寄附金額合計 ２００万円

寄附実績（令和2年度〜令和4年度）
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企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について

寄付を検討する
市外企業の開拓や
市の事業PRを委託

企業版ふるさと
納税の実施

川口市の紹介、
寄附の打診など

川口市

委託
業者

市外
企業

企業版ふるさと納税
マッチング支援業務委託スキーム

寄附を呼びかけるための情報発信・ＰＲが不足しており、令和３年度
から４年度にかけて、寄附件数・寄附金額があまり増加していない

【課題】

令和５年度の取り組み

令和５年度から、金融機関等、民間企業のネットワークを
活用し、市外の企業に対して制度の紹介・川口市の地方創生事業
に関する情報発信と寄附の働きかけを行う

「企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託」

を開始

【令和５年度の取り組み】
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企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について

令和５年度令和４年度令和３年度川口市立高等学校の
４年制大学への進学者割合

89.085.085.0目標値（％）
90.8 達成82.1 未達成78.0 未達成実績値（％）・達成状況

令和５年度令和４年度令和３年度防犯カメラ設置台数（市設置分）

150150100目標値（台）

150 達成150 達成100 達成実績値（台）・達成状況

【防犯対策事業】

【生物多様性保全事業】

令和５年度令和４年度令和３年度災害用保存食備蓄量

378,560380,340356,700目標値（食）
378,560 達成380,340 達成356,700 達成実績値（食）・達成状況

【災害対策事業】

令和５年度 事業の成果
小学生・保護者を対象に、専門業者による生態調査を実施

・「川口いきもの探検隊」（見沼自然の家周辺） 参加者 ２０組（応募者 ４３組）
・「夜のいきもの観察会」（イイナパーク川口） 参加者 ９０組（応募者３８０組）
・「夜のいきもの観察会」（グリーンセンター） 参加者１００組（応募者３３９組）

【高等学校学習支援事業】
令和５年度寄附対象事業の行政評価等
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企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について

選ばれるまちづくりの推進へ

【マッチング支援業務委託による効果】

・委託開始前と比べ、寄附件数・金額ともに増加した
・委託による働きかけを通じて、本市と縁や繋がりがある企業から
「ぜひ川口市に寄附したい」というご希望とともに寄附をいただいた
・企業にとっても、本制度の積極的な活用によりメリットを受けることにつながった

国の制度として３年間の措置延長と
なったことを受け、今後も一層の活用
促進を図るため、より効果的な情報発信・
働きかけを検討し
さらなる「選ばれるまちづくり」を
推進していきたい

【今後の取り組み】

マッチング支援業務委託による効果・今後の取り組み


